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研究成果の概要（和文）：本研究では、企業のグローバル・バリューチェーン（GVC）への参加とその経済的影
響について、企業特性や立地特性を考慮しつつ実証的に分析した。具体的には、日本およびアジア諸国の企業デ
ータを用いて、GVC参加の決定要因に加え、GVC参加が企業の生産性、賃金水準、賃金格差に与える影響を検証し
た。分析の結果、GVCへの参加は企業の生産性や賃金の向上に寄与する一方で、雇用形態や業務内容によっては
賃金格差を拡大させる可能性があることが明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：This study empirically examines firms’ participation in global value chains
 (GVCs) and its economic impacts, taking into account firm-level and locational heterogeneity. Using
 micro-level data from Japan and several Asian developing countries, the analysis investigates both 
the determinants of GVC participation and its effects on firm productivity, worker wage levels, and 
wage inequality. The results indicate that while GVC participation tends to raise productivity and 
wages, it may also widen wage inequality depending on employment status and the nature of job tasks.

研究分野：国際経済
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では、企業のGVC参加が企業の生産性や賃金水準、賃金格差に与える影響を、企業・立地・労働者の異質
性を考慮して実証的に分析した。学術的意義としては、こうしたミクロレベルの異質性を踏まえたGVC研究によ
り、GVC参加が企業の成果を高める一方で、所得分配に不均衡をもたらす可能性があることを明らかにした点が
挙げられる。社会的意義としては、得られた知見が、日本および発展途上国におけるGVC参加促進策や、格差拡
大への対応といった政策形成に貢献する点にある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
企業のグローバル・バリューチェーン（GVC）への参加とその経済的影響については、マクロ経
済理論において、先進国および途上国の双方に利益をもたらすとされている。一方、ミクロ経済
の観点では、GVC への参加には初期固定費用が伴うため、一定の生産性を持つ企業のみが参加し、
参加によって生産性がさらに高まると考えられている。これらの理論仮説は、貿易データや国際
産業連関表を用いたマクロ・産業レベルの実証研究によって一定の支持を得てきた。しかし、こ
れらの研究では企業の特性や立地条件の違いが十分に反映されず、GVC 参加による生産性向上の
メカニズムは明らかになっていない。また、GVC 参加に影響を及ぼす地理的要因に関する分析も
限られている。このような状況では、企業の GVC 活動の実態を正確に捉えることが困難であり、
政策的な示唆を誤る可能性がある。以上を踏まえ、本研究では、企業の異質性および立地の異質
性を考慮したミクロ実証分析により、GVC 参加の実態とその経済的影響を精緻に分析する。 
 
２．研究の目的 
本研究は、近年の世界経済、とりわけ世界貿易において重要性を高めている GVC を対象に、世界
銀行の Enterprise Survey および日本の企業レベルの個票データを用いて、企業および立地に
おける異質性を考慮しながら、企業の GVC 参加の決定要因、GVC 参加が企業の生産性に与える影
響、さらに GVC 参加が賃金水準および賃金格差に与える影響について実証的に分析することを
目的とする。 
 
３．研究の方法 
本研究では、企業の GVC 参加とその影響に関するメカニズムを実証的に分析するため、多様なデ
ータを活用する。日本企業に関するデータとしては、経済産業省「企業活動基本調査」、厚生労
働省「賃金構造基本統計調査」、東京商工リサーチ「企業情報ファイル・企業相関ファイル」、お
よび東洋経済新報社「海外進出企業総覧」を使用する。また、アジア諸国の企業に関するデータ
は、世界銀行の Enterprise Survey を用いる。分析手法については、分析目的に応じて適切な計
量モデルを選定し、「４．研究成果」で示した各手法に基づき実証分析を実施した。 
 
４．研究成果 
本研究では、企業の異質性および立地の異質性を考慮しながら、以下の三点について実証分析を
行った。第一に、企業の GVC 参加の決定要因（①、②）、第二に、GVC 参加が企業の生産性に与
える影響（③、④）、第三に、GVC 参加が労働者の賃金および賃金格差に与える影響（⑤、⑥）で
ある。 
 
①Participation of Regional Firms in Global Value Chains 
本研究は、国内生産拠点の海外移転や少子高齢化に伴う労働力不足・需要減少といった日本の地
方経済が抱える課題を、国際的な分業体制である GVC の視点から、地方企業の GVC 参加がその解
決策となり得る可能性に着目し、地方企業の GVC 参加の決定要因を、実証的に分析した。プロビ
ットモデル及び多項ロジットモデルを用いた分析の結果、人口規模や人口密度、製造業の集積
（事業所数・従業者数、産業団地の有無）、教育水準、地域総生産、地方政府による支援、港湾
や高速道路といった交通インフラの整備状況が、企業の GVC 参加確率を高める要因であること
が明らかとなった。さらに、地域を中心地域（大都市）と周辺地域（地方）に分け、地方ダミー
との交差項を用いた分析により、周辺地域においては特に、産業団地の存在、地方政府の支援、
交通インフラの整備が GVC 参加において重要な役割を果たしていることが示された。 
 
②Impact of International Investment Agreements on Japanese FDI: A firm-level analysis 
本研究では、発展途上国における現地企業の GVC 参加に先進国の海外直接投資（FDI）が重要な
役割を果たすという視点から、東アジア地域における GVC の形成に貢献してきた日本企業の FDI
の立地選択要因を、日本の国際投資協定（IIAs）の質に着目して実証的に分析した。条件付きロ
ジットモデルによる分析の結果、特に包括的かつ高水準の IIAs の存在が日本企業の FDI に対し
て有意な正の影響を与えることが明らかとなった。一方、過去に投資家対国家の紛争（ISD）が
発生した国への FDI は抑制される傾向が確認された。これらの効果は中小企業による FDI にお
いて特に顕著であった。また、規制の質が高い国ほど FDI を引き付ける傾向がある一方で、IIAs
による FDI 誘因効果は規制の質が低い国においてより強く現れることも示された。 
 
③Impacts of firm’s GVC participation on productivity: A case of Japanese firms 
本研究では、日本の企業レベルデータを用いて、日本の製造業企業における GVC 参加が企業の生
産性に与える影響を実証的に分析した。GVC に未参加であった企業が GVC に参加した際の生産性
変化を分析するために、傾向スコアマッチングと差分の差分を組み合わせたモデルを用いた。分
析結果、全体的に GVC 参加は生産性に対して正の影響を与えるが、そのうち約 35%において統計



的に有意な係数が得られた。これらの結果は、日本の製造業企業において GVC 参加が一般的に生
産性を高める効果を持つことを示唆しているが、その効果は必ずしも強くはないことも明らか
となった。また、推定された正の効果は参加後の時間の経過とともに大きくなる傾向がみられ、
企業が GVC 参加を通じて獲得した技術や経営ノウハウを定着・活用するには、一定の期間と経験
の蓄積が必要であることが示された。 
 
④Does global value chain participation improve firm productivity? A study of selected 
ASEAN developing countries 
本研究では、先進国である日本企業を対象とした先行研究（④）に続き、発展途上国における現
地企業の GVC 参加が生産性に与える影響を実証的に分析した。インドネシア、フィリピン、ベト
ナムの 3 カ国・17 の製造業部門を対象に、差分の差分法と傾向スコアマッチングを組み合わせ
た手法により推計を行った結果、企業の生産性と GVC 参加との間には内生的な関係があること
が確認された。しかし、GVC 参加による生産性向上効果はインドネシア企業においてのみ観察さ
れた。こうした効果は、中間財の輸入と最終財の輸出の双方を行っている企業に限定され、いず
れか一方のみを行う企業では確認されなかった。 
 
⑤The Impact of Firms' GVC Participation on Wages 
本研究では、日本の製造業企業を対象に、企業データと労働者データをリンクしたデータセット
を用い、高次元固定効果モデルに基づく Mincer 型賃金方程式を推定することにより、企業の GVC
参加が労働者の賃金水準および賃金格差に与える影響を実証的に分析した。分析の結果、GVC 参
加企業は非参加企業に比べて平均賃金が高いことが確認されたほか、性別や職種といった一部
の労働者属性においては、賃金格差が縮小する傾向がみられた。一方で、雇用形態（正規・非正
規）や業務の性質（コグニティブ・マニュアル）といった側面においては、GVC 参加がむしろ格
差拡大につながることが明らかになった。これらの結果は、日本の労働市場における GVC 参加の
効果が、恩恵とともに課題も存在することを示し、今後、非正規・マニュアル労働者を対象とし
た人材育成政策の必要性を示唆している。 
 
⑥Globalization and Equality: A Cross-Country Analysis 
本研究では、アジア 27 か国の発展途上国を対象に、グローバル化が現地企業の労働者賃金に与
える影響を実証的に分析した。具体的に、現地企業の GVC への参加を促進する重要な要因である
外資系企業の存在に着目し、操作変数法を用いてその影響を検証した。分析の結果、以下の 3点
が明らかとなった。第一に、外資系企業の労働者の平均賃金は、国内企業の労働者と比較して一
貫して高く、この傾向は低所得国およびサービス部門で特に顕著であった。第二に、外資系企業
と取引や接点を持つ国内企業の労働者の平均賃金は、そうした関係を持たない国内企業の労働
者よりも高く、外資企業から国内企業への賃金スピルオーバー効果の存在が示唆された。第三に、
外資系企業の存在は、技能労働者と非技能労働者の間の賃金格差を拡大させる傾向があること
が確認された。 
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